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◆主催 ：現代ビジネス
◆開催時期 ：2022年2月下旬開催予定
◆想定規模 ：300名
◆協賛締切 ：2022年1月14日（金）

企業競争力向上シリーズ・ご協賛ご案内資料

ニューノーマル時代のマーケティング方法

「動画」制作・活用実践セミナー

対象：動画制作、マーケテイング支援サービスをお持ちの企業様
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●開催趣旨

メディア接触率が伸長することから重要視される動画を活用したマーケティング

今やマーケティング活動において、動画は必要不可欠な存在となりました。通信環境とデバイスの進化に加え、配信される
プラットフォームがより生活に溶け込んできたことがその背景にあります。

また、動画のスタイルも多様化しています。長時間かけてしっかり視聴するものだけではなく、移動中に見るショート動画
のように認知を取りに行く企画など目的に応じて適切な動画を作ることが動画マーケティングの必須条件となりました。

しかし、動画は文字コンテンツと異なり制作コストも手間もかかりますし、尺に応じた適切な編集など考えることも膨大で
す。動画が普及しているからこそ、しっかりと見られる動画を上手に制作する必要がありますがそのためのノウハウと具体
策がまだまだ普及していないことも実情です。

そこで現代ビジネスでは多様化する動画時代で成功するための動画マーケティング・制作に特化したセミナーを開催いたし
ます。企業のマーケティング担当者を中心に動画制作に課題を感じる層を対象に、皆様がお持ちの動画に関するノウハウを
ご披露いただく場でございます。

ぜひご活用ください。
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●開催概要

◆名称：マーケティングの肝「動画」制作・活用実践セミナー

◆主催：現代ビジネス

◆時期：22年2月下旬（予定）

◆時間：午後半日（13：00～16：00） ※状況によって応相談

◆規模：300名（事前登録500名前後想定） ※ウェビナー配信

◆参加：無料（企業のマーケ担当者など動画制作にかかわるステークホルダーなど）

★ご協賛対象★
動画制作サービスや動画マーケティング支援サービスなど
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●ご協賛プラン

◆ご講演枠1枠（30分）
◆事前申込者リストのご提供（想定500件） ※許諾の取れたリードのみ
◆ご講演採録記事を現代ビジネスへ掲載（3000文字程度）
◆採録記事への誘導（5,000PV保証）
◆ご講演動画のご提供（2次利用権含め）

特別価格：2,500,000円（税別、グロス）
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●スケジュール

●スケジュール

◆お申込み締切 ：22年1月14日（金）
◆告知開始 ：22年1月中旬
◆本番 ：22年2月下旬
◆リード提供 ：22年3月上旬
◆採録記事公開 ：22年3月下旬

※ご協賛企業様が3社様未満の場合は開催を見送る可能性があります点、ご了承ください

【お問合せ】
講談社 コミュニケーション事業第一部 佐藤 t-sato@kodansha.co.jp

mailto:ya-tokumaru@kodansha.co.jp
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●現代ビジネスTOPICS①

※ビジネス・マネージャンル…

「日経ビジネス電子版」「東洋経済オンライン」「ダイヤモンド・オンライン」

「PRESIDENT Online」「マネーポストWEB」「日経クロストレンド」「bizSPA!フレッシュ」

日本ABC協会が出版社ウェブメディアのPV数・UU数等を公開する
「Web指標一覧 2021年4-6月」（2021年8月24日付）にて、現代ビジネスは

PV
「ビジネス・マネージャンル ※」で第1位

283,126,004

UU
全118メディア※で第1位

38,665,364

今、もっとも多くの読者が集まるのが
現代ビジネスです。

日本ABC協会HP
https://www.jabc.or.jp/news/abc_report/2021/08/26_1863.html

※ABC協会へ参画している全ての出版ウェブメディア
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●現代ビジネスTOPICS②

2021年9月期
過去最高PV＆UUを更新

PV：450,201,674

Google Analytics調べ・外部PVは含まず

UU： 43,529,725
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●（参考）現代ビジネス・直近のセミナー実績

●人と組織のエンゲージメントセミナー
・9月29日開催
・視聴申込総数：703名
・経営～部長層：40.0％
・経営、経営企画、人事総務：43.8 %

●DXで加速するバックオフィスの生産性革命セミナー
・7月29日開催
・視聴申込総数：502名
・経営～部長層：35.0％
・経営、経営企画、人事総務：36.5%

●DX人材育成セミナー
・6月25日開催
・視聴申込総数：639名
・経営～部長層：34.6％
・経営、経営企画、人事総務：39.7%


